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第 21 期電子公告 
東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 

ビジネスサーチテクノロジ株式会社 

代表取締役社長 工藤智昭 

 

貸 借 対 照 表 

令和 6 年 3 月 31 日 現在 

   (単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 【流動資産】 639,062  【流動負債】 116,105 

  現金及び預金 542,982   買掛金 5,236 

  売掛金 85,181   未払金 6,082 

  仕掛品 212   未払費用 4,812 

  貯蔵品 6   未払法人税等 40,182 

  前払費用 10,625   関係会社未払金 17,261 

  仮払金 55   前受収益金 14,270 

 【固定資産】 202,129   仮受金 1,452 

 （有形固定資産） 1,054   未払消費税 13,650 

  器具備品 4,189   預り金 3,654 

  器具減価償却累計額 △3,135   未払給与 755 

 （無形固定資産） 201,075   賞与引当金 8,749 

  ソフトウエア 201,075   負債の部合計 116,105 

  純 資 産 の 部 

  【株主資本】 725,086 

   【資本金】 60,000 

   【資本剰余金】 60,000 

    資本準備金 60,000 

     【利益剰余金】 605,086 

     （その他利益剰余金） 605,086 

      繰越利益剰余金 605,086 

      純資産の部合計 725,086 

  資産合計 841,191   負債及び純資産合計 841,191 
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個 別 注 記 表 
                      

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記             

 （1）資産の評価基準及び評価方法に係る事項        

   製 品 ・・・ 先入先出法による原価法  （貸借対照表価額は収益性の低下に 

           基づく簿価切り下げ方法により算定） 

   仕掛品 ・・・ 個別法による原価法   （貸借対照表価額は収益性の低下に 

           基づく簿価切り下げ方法により算定） 

   商 品 ・・・ 総平均法による原価法  （貸借対照表価額は収益性の低下に 

            基づく簿価切り下げ方法により算定） 

 （2）固定資産の減価償却の方法         

    ① 有形固定資産 ・・・ 定額法            

  （リース資産を除く）    なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。     

       器具備品        4 年～5 年        

  ②無形固定資産 ・・・ 定額法            

  （リース資産を除く）   ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間 

      （5 年）に基づく定額法によっております。 

 （3）引当金の計上基準                   

  ①貸倒引当金 ・・・    債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

       貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不 

       能見込額を計上しております。         

         なお、当期においては、回収不能見込額がないため、貸倒引当金を計上 

       しておりません。            

  ②賞与引当金  ・・・   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき 

       当事業年度に見合う分を計上しております。      

 （4）消費税等の会計処理                

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。  

                  

2. 会計方針の変更に関する注記             

 （1）会計方針の変更        

  当該事項はありません。 

                  

3. 貸借対照表等に関する注記             

 （1）関係会社に関する金銭債権・金銭債務        

  ①関係会社未払金   17,261,213 円       

                  

4. 株主資本等変動計算書に関する注記     
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（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

5. その他の注記     

株式の種類 
当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

(株） (株） (株） (株） 

普通株式 ― ― ― ― 

シリーズＡ優先株式 36,100 ― ― 36,100 

シリーズＢ優先株式 3 ― ― 3 

 

 ）（1）当期純損益額    

     当期純利益 413,301 千円    

 


